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勤続年数から 20～59歳までの 5歳ごとに分類された 8つの年齢階級の平均勤続年数の推
移を示したものである。データは産業計、企業規模計に関するものである。実線は平均勤続
年数の実際値であり、男女ともに平均勤続の長期化現象が見られる。図 2 で示した規模計
のデータを取り上げると、男子の勤続年数は 1980年の 11.0年から 2000年の 13.4年へ 2.4
年の上昇、女子では 6.3 年から 8.7 年の 2.4 年の上昇である。
　ただし、小野（1989）が指摘しているように平均勤続年数の長期化には、労働者の高齢化
の影響が反映されている。したがって、高齢化の影響を除くために労働者の年齢構成を基
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男女計 男子 女子 基幹労働者
資料：　総務庁統計局　『就業構造基本調査』
注　 ：　破線の基幹労働者は民間役員を除く男女計の雇用者全体に占 める男子一般常用
           雇用者の割合の推移である。
5いことによるものであると考えられる。
　このような平均勤続年数の上昇傾向をより詳細に検討するために、40 歳代と 50 歳代の男
子大卒と高卒者の勤続 20 年以上と 30 年以上の比率と彼らの 5年残存率を見てみよう。表
1 と表 2は『賃金構造基本統計調査』から年齢階級別・勤続年数階級別の男子高卒者と大
卒者の労働者数を用いて、40 歳代の勤続 20 年以上の長期勤続者比率と 50 歳代の勤続
30 年以上の長期雇用者比率を 1980 年、85 年、90 年、95 年、2000 年の 5 時点で計算し
たものである。
　まず表 1 と表 2 から、企業規模が小さくなるとそれに対応する長期勤続者の比率も規則的
に減少する傾向が確認できる。また、高卒者の場合は年齢階級が上がれば上がるほど上昇
傾向が顕著になっている。1000人以上の大規模企業では 55～59歳層の勤続 30年以上の























20年以上 20年以上 30年以上 30年以上
40-44歳 45-49歳 50-54歳 55-59歳
80 38.11 44.11 23.67 14.34
85 50.29 53.23 28.27 23.01
90 46.70 58.80 31.46 26.14
95 47.61 57.18 42.18 36.54
00 41.26 55.30 40.46 40.36
80 58.34 69.26 50.23 32.04
85 77.05 78.68 53.73 49.61
90 75.58 85.96 53.79 50.61
95 80.88 87.16 72.92 64.78
00 70.94 85.54 71.67 69.72
80 34.76 40.95 15.66 11.60
85 46.36 52.02 21.95 17.94
90 42.85 55.74 28.67 24.32
95 45.06 56.85 39.43 35.88
00 38.70 54.44 37.65 39.32
80 21.27 24.63 7.82 7.38
85 21.46 30.17 11.09 11.33
90 21.14 29.69 13.87 13.73
95 18.64 30.25 14.91 18.66
00 20.40 28.93 15.36 18.57
20年以上 20年以上 30年以上 30年以上
40-44歳 45-49歳 50-54歳 55-59歳
80 73.11 59.98 61.35 17.90
85 72.80 69.86 55.83 29.35
90 71.53 70.92 67.84 40.62
95 56.09 62.23 39.33 31.66
00 67.58 62.60 66.64 51.69
80 87.26 78.87 81.36 33.18
85 89.05 87.32 74.32 53.64
90 88.26 87.74 84.62 62.77
95 82.66 85.63 82.68 75.02
00 83.57 78.71 84.99 69.46
80 68.39 53.50 52.39 18.05
85 69.51 62.27 48.62 20.77
90 67.68 64.69 61.01 36.01
95 62.81 66.86 62.08 49.48
00 63.58 59.82 63.50 49.33
80 40.77 25.64 30.55 5.73
85 41.77 33.57 26.27 11.79
90 43.32 39.21 33.30 18.57
95 44.53 36.83 35.85 22.20





















　残存率とは、例えば 1980 年において年齢が 40～44 歳、勤続が 20～24 年の労働者が 5
対応年次 企業規模計 1000人以上 100-999人 10-99人
1980-1985 78.39 80.25 79.56 71.43
1985-1990 96.81 101.61 91.11 87.92
1990-1995 88.93 89.00 91.12 84.78
1995-2000 87.04 90.21 86.28 77.56
対応年次 企業規模計 1000人以上 100-999人 10-99人
1980-1985 97.01 99.58 98.37 78.06
1985-1990 91.09 102.01 79.42 86.42
1990-1995 87.85 94.02 86.18 68.94
1995-2000 83.62 86.52 83.59 76.81
対応年次 企業規模計 1000人以上 100-999人 10-99人
1980-1985 59.26 57.38 60.57 68.42
1985-1990 89.26 90.16 87.42 89.48
1990-1995 80.67 78.79 85.68 74.02
1995-2000 83.90 86.72 80.66 80.16
　　　　　計算できなかった。













　まず、表 3 から注目される点は、40～44 歳層の男子労働者においては、高卒・大卒ともに
小規模企業を除いて、8～9 割弱の労働者が同一企業で働きつづけているという点である。


































































　このことを確認するために『賃金構造基本統計調査』の 1980 年、1990 年、2000 年の 3 時
点における中高年層の勤続分布を見てみる。図 4-1 は男子高卒労働者、図 4-2 は男子大
卒労働者の 50－54 歳層の勤続分布を示している。図から勤続 30 年以上の長期勤続者の
構成比が高卒・大卒共に 1980 年以降継続して上昇していることがわかる。これらの事実か
ら、長期にわたる成長率低迷による解雇が特定年齢層に集中したことによって残存率が若











                                                       




















　　(1)　　　　U U w e w c e= = −( , ) ( ) 、 c( )0 0= 、 0)( * >ec 。
ここで、w は賃金、 c e( )は訓練投資費用、e は訓練投資に費やした努力水準を表す。以下
では単純化のために、e は訓練投資が行われた場合は e*、訓練投資が行われなかった場








                                                       
























　　（2）    　 [ ]1.0,, 121
min
∈+tww θ
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* ρ θ θ ρ
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察する。(3)と(4)式を比較すれば明らかなように、どちらの式が有効な制約となるかは 1w と 0w
の相対的な大きさに依存する。企業が自由に操作可能な変数は w1のみであるから、各企




0 ewCecwCE tt =++= ρ 。
したがって、長期雇用社員の平均費用は昇進確率には関係なく、企業にとって外生変数で
ある 0w と










　　 ),)1(( 11 −−−++= ttttttt mmnmFY θθα
ここで、 mt と nt はそれぞれｔ期における長期雇用社員の採用数、短期雇用社員の採用数
を示す。生産関数について、厳密な凹関数であることを仮定する。また、本稿では単純化の
ために長期雇用社員と短期雇用社員両方を採用するミックス型企業のみを考察の対象と
する（ 0≠tn ）。さらに、長期雇用社員の採用数 mt と長期雇用社員の昇進確率θ tは必ずゼ
ロにはならないこととする。
　各企業が直面している商品価格は外生的に与えられる。外生的な商品価格は非負の確
率変数 Ptであり、異なる期間の価格は独立で等しい分布をもつ。確率変数 Pt は、 h P( ) を
確率密度関数とし、 [ ]0,∞ の範囲で分布すると仮定する。また、確率密度関数 h P( )の平










8 Kanemoto and MacLeod(1989)の Proposition 2、中馬・樋口（1995）の Lemma 1 を参照されたい。
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1∫∞ ++ dPPhPmV ttρ
　ここで 10 << tθ であり、m0は外生的に与えられるものとする。割引と確率変数を含んだ無
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労働者が補完的であるという条件の下で、今期の新規社員雇用数 tt nm + は減少する。






































　以上の比較静学分析結果をまとめたのが表 4 である。表 4 から長期雇用社員比率と長期
表 4 比較静学分析結果



























いた。長期雇用者の「内部昇進確率」の推定に関しては基本的には Ariga et al.(1992)を踏
襲するが、次の点で異なっている。彼らは 5 歳ごとにグループされた年齢階級ごとの昇進確






















　ここで、 ),,( aittθ を t期における i産業に属する年齢 aである労働者の昇進確率とし、
),,( aitD と ),,( aitN をそれぞれ t期における i産業に属する年齢 aの職階と非職階の労働
者数と定義する。職階は製造業においては、職長、係長、課長、部長の職階に属する労働
者であり、その他の産業においては係長、課長、部長の職階に属する労働者である。ここで、
t期における昇進確率 ),,( aittθ は次式で与えられる。
)1,,1(/)}1,,1()),,(1(),,({),,( −−−−⋅−−= aitNaitDaitqaitDaittθ





                                                       











30 32 34 36 38 40 42 44 46 48
人数
















働市場の賃金の代理変数として『労働力調査』の年齢 10 歳階級別完全失業率から 25～
34歳層の完全失業率を用いた。また、昇進できなかった長期労働者と新規参入長期・短期
労働者との生産性格差の代理変数として、『賃金構造基本統計調査』から各産業別企業













                                                       
13 ここでは、「上昇」と回答した場合は 1=X 、「もちあい」と回答した場合は 0=X 、「下落」と回答した

































































































































































































































































































































1 wC− がゼロとなり、 0/ 0 <dwdnt 、 0/ 0 ≅dwdmt と
なる。α 、 tP と P の効果に関しては、同様の方法で容易に計算できるためここでは省略させ
ていただきたい。
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